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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　記録材上のトナー画像を加熱するため記録材の進行方向と交差する方向に沿って多数配
列され通電に伴い発熱する発熱素子を備えた加熱手段と、この加熱手段の異常状態を検出
する検出手段と、を有する画像加熱装置において、 
　前記検出手段は複数個の発熱素子より構成された偶数個の発熱素子群毎にその異常状態
を検出するため前記偶数個の発熱素子群毎に共通化した電流検出素子を有し、
　記録材の進行方向と交差する方向において中心から対象となる位置関係の発熱素子群同
士の検出電流値を比較することにより前記加熱手段の異常状態を判定するように構成した
ことを特徴とする画像加熱装置。
【請求項２】
　前記電流検出素子は前記複数個の発熱素子と電気的接続関係にあることを特徴とする請
求項１に記載の画像加熱装置。
【請求項３】
　前記検出手段は前記多数の発熱素子に対応して設けられた多数の温度検出素子を有し、
前記電流検出素子は複数個の温度検出素子より構成された温度検出素子群毎に設けられて
いることを特徴とする請求項１に記載の画像加熱装置。
【請求項４】
　前記検出手段により少なくとも１つの発熱素子群の異常状態が検出されたとき前記加熱
手段への通電が停止されることを特徴とする請求項１乃至請求項３のいずれか一項に記載
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の画像加熱装置。
【請求項５】
　請求項１乃至請求項４のいずれか一項に記載の画像加熱装置と、
　前記検出手段により少なくとも１つの発熱素子群の異常状態が検出されたとき前記装置
が異常である旨を報知するための信号を送出するコントローラと、
　を有することを特徴とする画像形成装置。
【請求項６】
　前記コントローラは前記加熱手段への通電が開始されてから設定時間内に前記検出手段
から受けた信号を無効とすることを特徴とする請求項５に記載の画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、記録材上のトナー画像を加熱する画像加熱装置及びこの画像加熱装置を有す
る画像形成装置に関する。この画像加熱装置としては、記録材上の未定着トナー画像を加
熱定着する定着装置や、記録材上の既定着トナー画像を加熱して画像の光沢度を向上させ
る光沢向上装置を挙げることができる。
【背景技術】
【０００２】
　従来、プリンタ等の画像形成装置において紙等の記録材上のトナー画像を加熱する画像
加熱装置としては、実公昭６４－６５１４号公報（以下、特許文献１という）に開示され
た画像定着装置が知られている。この画像定着装置では、熱源としての一対の面状の正特
性サーミスタ素子（発熱素子）を円筒状の回転ロール内に一体に組み込んだ加熱ロールを
用いている。従って、この画像定着装置では、トナー画像が転写された記録材が、前記加
熱ロールとこれに圧接している加圧ローラとの間を通過する際に、加熱・加圧されること
により、前記記録材上に前記トナー画像が定着される。
【０００３】
　また、面状のヒータ（発熱素子）を熱源とする画像加熱装置としては、特開平５－２２
６０６３号公報（以下、特許文献２という）に開示されたものがある。この特許文献２に
開示された技術では、１枚の面状ヒータにおける局部過熱を防止するために、６個に分割
した面状ヒータを１個飛ばしで２つのグループに分けて、グループ毎に交互にオン、オフ
制御を行っている。
【０００４】
　このような多数のヒータを熱源として用いた画像加熱装置にあっては、各ヒータが個々
に異常を発生する可能性がある。そこで、このような多数のヒータを熱源とする画像加熱
装置において、多数のヒータ全体の温度の変化によって異常検知を行う構成が考えられる
。或いは、各ヒータの異常を表示するための技術が特公平６－８９９０１号公報（以下、
特許文献３という）に開示されている。この特許文献３に開示された技術では、暖房区域
の異なる３個のヒータの各々に隣接して感熱線を設け、各感熱線には温度信号回路、感熱
線異常検知回路が接続されている。また、３個のヒータと電源との間に各々リレー接点を
設け、各リレー接点にはリレー異常検知回路が接続されている。そして、温度信号回路、
感熱線異常検知回路、リレー異常検知回路から異常が検出されると、各ヒータが対応する
暖房区域（左面、中央面、右面）のどこに異常があるかを表示するようになっている。
【０００５】
【特許文献１】実公昭６４－６５１４号公報
【特許文献２】特開平５－２２６０６３号公報
【特許文献３】特公平６－８９９０１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、多数のヒータ全体の温度の変化によって異常検知を行う構成では、ｎ個
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のヒータのうちの１つのヒータが故障した場合、その故障による変化量は１／ｎとなって
しまう。すなわち、ヒータの数が増えるほど、異常による変化量が小さくなってしまい、
異常を検知するための十分なＳ／Ｎ比を確保することが困難である。このため、多数のヒ
ータ全体の温度変化からある特定のヒータに故障が発生したことを検出するのは困難であ
る。一方、上記特許文献３では、各ヒータに温度検知手段（温度検知用の感熱線）を設け
て異常検知を行うため、多数のヒータの中から特定のヒータに故障が発生したことを検出
するのは容易だが、構成が複雑になってコストアップしてしまうという問題がある。
【０００７】
　そこで、本発明の目的は、低コストな構成としつつ、多数のヒータ（発熱素子）の中か
ら異常が発生した部位を検出することが可能な画像加熱装置及び画像形成装置を提供する
ことである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的を達成するための本発明の代表的な構成は、記録材上のトナー画像を加熱する
ため記録材の進行方向と交差する方向に沿って多数配列され通電に伴い発熱する発熱素子
を備えた加熱手段と、この加熱手段の異常状態を検出する検出手段と、を有する画像加熱
装置において、 前記検出手段は複数個の発熱素子より構成された偶数個の発熱素子群毎
にその異常状態を検出するため前記偶数個の発熱素子群毎に共通化した電流検出素子を有
し記録材の進行方向と交差する方向において中心から対象となる位置関係の発熱素子群同
士の検出電流値を比較することにより前記加熱手段の異常状態を判定するように構成した
ことを特徴とする。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、低コストな構成としつつ、多数の発熱素子の中から異常が発生した発
熱素子を含む発熱素子群を正確に検出することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　以下、図面を参照して、本発明の好適な実施の形態を例示的に詳しく説明する。ただし
、以下の実施形態に記載されている構成部品の寸法、材質、形状、それらの相対配置など
は、本発明が適用される装置の構成や各種条件により適宜変更されるべきものである。従
って、特に特定的な記載がない限りは、本発明の範囲をそれらのみに限定する趣旨のもの
ではない。
【００１１】
　図１は、画像形成装置の一例を示す概略構成図である。ここでは、画像形成装置として
、電子写真方式で中間転写ベルト（中間転写手段）を有するタンデム型のカラー画像形成
装置（カラープリンタ）を例示している。
【００１２】
　画像形成装置は、複数の画像形成部（画像形成ユニット）を備えている。すなわち、イ
エロー色の画像を形成する画像形成部１Ｙと、マゼンタ色の画像を形成する画像形成部１
Ｍと、シアン色の画像を形成する画像形成部１Ｃと、ブラック色の画像を形成する画像形
成部１Ｂｋの４つの画像形成部を備えている。これら４つの画像形成部１Ｙ，１Ｍ，１Ｃ
，１Ｂｋは一定の間隔において一列に配置される。さらにその下方に給送ユニット１７，
２０を配置し、記録材の搬送パスをなす搬送ガイド１８，３４を縦に配置し、その上方に
定着ユニット１６を備えている。
【００１３】
　次に個々のユニットについて詳しく説明する。各画像形成部１Ｙ，１Ｍ，１Ｃ，１Ｂｋ
には、それぞれ像担持体としてのドラム型の電子写真感光体（以下、感光ドラムという）
２ａ，２ｂ，２ｃ，２ｄが設置されている。各感光ドラム２ａ，２ｂ，２ｃ，２ｄの周囲
には、一次帯電器３ａ，３ｂ，３ｃ，３ｄ、現像装置４ａ，４ｂ，４ｃ，４ｄ、転写手段
としての転写ローラ５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄ、ドラムクリーナ装置６ａ，６ｂ，６ｃ，６
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ｄがそれぞれ配置されている。一次帯電器３ａ，３ｂ，３ｃ，３ｄと現像装置４ａ，４ｂ
，４ｃ，４ｄとの間の下方には、レーザ露光装置７が設置されている。
【００１４】
　前記各感光ドラム２ａ，２ｂ，２ｃ，２ｄは、負帯電のＯＰＣ感光体でアルミニウム製
のドラム基体上に光導電層を有しており、駆動装置（不図示）によって矢印方向（時計回
り方向）に所定のプロセススピードで回転駆動される。
【００１５】
　一次帯電手段としての一次帯電器３ａ，３ｂ，３ｃ，３ｄは、帯電バイアス電源（不図
示）から印加される帯電バイアスによって各感光ドラム２ａ，２ｂ，２ｃ，２ｄの表面を
負極性の所定電位に均一に帯電する。
【００１６】
　感光ドラム下方に配置されるレーザ露光装置７は、与えられる画像情報の時系列電気デ
ジタル画素信号に対応した発光を行うレーザ発光手段、ポリゴンレンズ、反射ミラー等で
構成されている。レーザ露光装置７は、各感光ドラム２ａ，２ｂ，２ｃ，２ｄに露光をす
ることによって、各一次帯電器３ａ，３ｂ，３ｃ，３ｄで帯電された各感光ドラム２ａ，
２ｂ，２ｃ，２ｄの表面に画像情報に応じた各色の静電潜像を形成する。
【００１７】
　前記各現像装置４ａ，４ｂ，４ｃ，４ｄは、それぞれイエロートナー、シアントナー、
マゼンタトナー、ブラックトナーが収納されている。前記各現像装置４ａ，４ｂ，４ｃ，
４ｄは、各感光ドラム２ａ，２ｂ，２ｃ，２ｄ上に形成される各静電潜像に各色のトナー
を付着させてトナー像として現像（可視像化）する。
【００１８】
　一次転写手段としての転写ローラ５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄは、各一次転写部３２ａ，３
２ｂ，３２ｃ，３２ｄにて中間転写ベルト８を介して各感光ドラム２ａ，２ｂ，２ｃ，２
ｄに当接可能に配置されている。各転写ローラ５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄは、各一次転写部
３２ａ，３２ｂ，３２ｃ，３２ｄにて前記各感光ドラム上のトナー像を順次中間転写ベル
ト８上に転写し重ね合わせていく。
【００１９】
　ドラムクリーナ装置６ａ，６ｂ，６ｃ，６ｄは、クリーニングブレード等で構成され、
感光ドラム２上の一次転写時の残留した転写残トナーを、前記感光ドラム２から掻き落と
しドラムの表面を清掃する。
【００２０】
　前記中間転写ベルト８は、各感光ドラム２ａ，２ｂ，２ｃ，２ｄの上面側に配置されて
、二次転写対向ローラ１０とテンションローラ１１間に張架されている。前記二次転写対
向ローラ１０は、二次転写部３３において、中間転写ベルト８を介して二次転写ローラ１
２と当接可能に配置されている。また中間転写ベルト８は、ポリカーボネート、ポリエチ
レンテレフタレート樹脂フィルム、ポリフッ化ビニリデン樹脂フィルム等の誘電体樹脂に
よって構成されている。中間転写ベルト８に転写された画像は二次転写部３３において、
給送ユニット１７から搬送され記録材Ｐ上に転写される。中間転写ベルト８の外側で、テ
ンションローラ１１の近傍には、前記中間転写ベルト８の表面に残った転写残トナーを除
去して回収するベルトクリーニング装置（不図示）が設置されている。
【００２１】
　以上に示したプロセスにより各トナーによる画像形成が行われる。
【００２２】
　給送ユニット１７は、記録材Ｐを収納する為のカセット、カセット内から記録材Ｐを一
枚ずつ送り出す為の給送ローラ及び分離パッドを有している。給送ユニット２０は、記録
材Ｐを載置する為の手差しトレイ、手差しトレイから記録材Ｐを一枚ずつ送り出す為の給
送ローラ及び分離パッドを有している。給送された記録材は搬送ガイド１８に沿ってレジ
ストローラ１９に送られる。レジストローラ１９は、前記画像形成部の画像形成タイミン
グに合わせて記録材Ｐを二次転写領域へ送り出す。
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【００２３】
　定着ユニット１６は、記録材の進行方向と交差する幅方向に多数配列され、通電に伴い
発熱する加熱手段としての正特性サーミスタ素子（発熱素子）を有している。これら正特
性サーミスタ素子は、記録材の進行方向と直交する方向に設置されたセラミック基板上に
設けられている。これら正特性サーミスタ素子は、通電状態にあるにも関わらず設定温度
に達した時点で発熱能力がほぼ無くなる特性を備えている。なお、以下の説明では、この
発熱素子をヒータ又はヒータ素子という。さらに、定着ユニット１６は、定着部材（加熱
回転体）としての定着フィルム１６ａと、前記基板に前記フィルム１６ａを挟んで加圧さ
れる加圧部材（ニップ形成部材）としての加圧ローラ１６ｂから成る。なお、ここでは加
圧ローラが熱源を持たない場合を例示しているが、加圧ローラが熱源を備える場合もある
。また、定着ユニット１６の上流側には上記ローラ対のニップ部３１へ記録材Ｐを導く為
の搬送ガイド３４が配設されている。また、定着ユニット１６の下流側には、前記定着ユ
ニット１６から排出された記録材Ｐを装置の外部に導き出すための外排出ローラ２１が配
設されている。
【００２４】
　なお、制御ユニットは、図示していないが、上記各ユニット内の機構の動作を制御する
ための制御基板やモータドライバ基板（不図示）などから成る。
【００２５】
　図２は画像形成装置におけるコントローラ部１５０および画像処理部３００のブロック
図である。
【００２６】
　２０１は画像処理装置全体の制御を行う制御手段としてのＣＰＵ（コントローラ）であ
り、装置本体の制御手順（制御プログラム）を記憶した読み取り専用メモリ２０３（ＲＯ
Ｍ）からプログラムを順次読み取り、実行する。ＣＰＵ２０１のアドレスバスおよびデー
タバスは２０２のバスドライバー回路、アドレスデコーダ回路をへて各負荷に接続されて
いる。また、２０４は入力データの記憶や作業用記憶領域等として用いる主記憶装置であ
るところのランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）である。２２０は周辺回路と通信を行うた
めのシリアルＩＣであり、拡張機器を接続する場合に使用する。
【００２７】
　２０６はＩ／Ｏインターフェースであり、操作者がキー入力を行い、装置の状態等を液
晶、ＬＥＤを用いて表示する操作パネル１５１や給送系、搬送系、光学系の駆動を行うモ
ーター類２０７、クラッチ類２０８、ソレノイド類２０９に接続される。更に、搬送され
る記録材を検知するための紙検知センサ類２１０等の装置の各負荷に接続される。現像装
置４には現像装置内のトナー量を検知するトナー残検センサ２１１が配置されており、そ
の出力信号がＩ／Ｏインターフェース２０６に入力される。さらに、各負荷のホームポジ
ション、ドアの開閉状態等を検知するためのスイッチ類２１２の信号もＩ／Ｏインターフ
ェース２０６に入力される。２１３は高圧ユニットであり、ＣＰＵ２０１の指示に従って
、前述の一次帯電器３、現像装置４、転写ローラ５へ高圧を出力する。７１は前記ヒータ
（発熱素子）を記録材の進行方向と交差する幅方向に多数配列した基材で形成される加熱
手段であり、オン・オフ信号によってＡＣ電圧が供給される。
【００２８】
　３００は画像処理部であり、この処理部もＣＰＵ等を搭載しており、前記ＣＰＵ２０１
とシリアル信号などで接続されており、通信を行い、エンジン部への出力タイミング等の
やり取りを行う。また、接続されたパソコン１０６などから出力された画像信号が入力さ
れると画像処理を行い、エンジン部へ画像データを出力する。前記画像処理部３００から
の画像データに従って、ＰＷＭ制御回路２１５を駆動し、生成された制御波形に基づいて
レーザユニット（レーザ露光装置）７から出力されるレーザ光は感光ドラム２を照射し、
露光する。同時に非画像領域において受光センサであるところのビーム検知センサ２１４
によって発光状態が検知され、その出力信号がＩ／Ｏインターフェース２０６に入力され
る。
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【００２９】
　次に上記したカラー画像形成装置のエンジン部の画像形成動作について説明を行う。
【００３０】
　画像形成装置に接続されたパソコンなどから画像形成開始信号が発せられると、選択さ
れたカセットもしくは手差しトレイから給送動作を開始する。たとえばカセットから給送
された場合について説明すると、まず給送ローラにより、カセットから記録材Ｐが一枚ず
つ送り出される。そして記録材Ｐが搬送ガイド１８の間を案内されてレジストローラ１９
まで搬送される。その時レジストローラ１９は停止されており、記録材先端はニップ部に
突き当たる。その後、画像形成部が画像の形成を開始するタイミング信号に基づいてレジ
ストローラ１９は回転を始める。この回転時期は、記録材Ｐと画像形成部より中間転写ベ
ルト８上に一次転写されたトナー画像とが二次転写領域においてちょうど一致するように
そのタイミングが設定されている。
【００３１】
　一方、画像形成部では画像形成開始信号が発せられると、各色の感光ドラム上に静電潜
像が形成される。副走査方向の画像形成タイミングは中間転写ベルト８の回転方向におい
て一番上流にある感光ドラム２ａから順に各画像形成部間の距離に応じて決定され、制御
される。また各ドラムの主走査方向の書き出しタイミングについては図示しない回路動作
により１つのＢＤセンサ信号（ここでは画像形成部Ｂｋに配置されている）を用いて、擬
似ＢＤセンサ信号を生成し制御する。形成された静電潜像は、前述したプロセスにより現
像される。そして前記一番上流にある感光ドラム２ａ上に形成されたトナー画像が、高電
圧が印加された一次転写ローラ５ａによって一次転写領域３２ａにおいて中間転写ベルト
８に一次転写される。一次転写されたトナー像は次の一次転写領域３２ｂまで搬送される
。そこでは前記したタイミング信号により、各画像形成部間をトナー像が搬送される時間
だけ遅延して画像形成が行われており、前画像の上にレジストを合わせて次のトナー像が
転写される事になる。以下も同様の工程が繰り返され、結局４色のトナー像が中間転写ベ
ルト８上において一次転写される。
【００３２】
　その後、記録材Ｐが二次転写領域３３に進入し中間転写ベルト８に接触すると、記録材
Ｐの通過タイミングに合わせて二次転写ローラ１２に、高電圧を印加させる。そして前述
したプロセスにより中間転写ベルト８上に形成された４色のトナー画像が記録材Ｐの表面
に二次転写される。二次転写後、記録材Ｐは搬送ガイド３４によって定着ローラ対１６ａ
，１６ｂのニップ部まで正確に案内される。そして定着フィルム１６ａ，加圧ローラ１６
ｂの熱及びニップの圧力によってトナー画像が記録材Ｐの表面に定着される。定着ユニッ
ト１６の構成、温調制御に関しては後述する。その後、外排出ローラ２１により搬送され
、記録材Ｐは機外に排出されて一連の画像形成動作を終了する。
【００３３】
　ここでは、色の異なる画像形成部を上流側からイエロー、マゼンタ、シアン、ブラック
の順に配置したが、これは装置の特性で決定されるものでこの限りではない。
【００３４】
　次に図３を用いて加熱装置としての定着ユニット１６の構成について説明する。図３は
図１に示す定着ユニット１６の概略構成図である。
【００３５】
　図３において、７１は加熱手段、７２は定着フィルム、７３は加圧ローラ、７４はセル
フバイアス回路である。加熱手段７１は多数のヒータを熱伝導率の高い基材上に配置して
構成されている。定着フィルム７２は金属を基材とし、その上に３００μｍほどのゴム層
、さらにフッ素表面処理を施したフィルムであり、熱容量が極めて小さくニップ部のみに
加熱手段７１の熱を伝える。加圧ローラ７３は硬度６０°程度のローラであり、定着フィ
ルム７２を摩擦駆動している。７５はコ字型の板金であり、定着フィルム７２を内側から
加圧ローラ７３に加圧しており、加圧力は１８０Ｎ程度である。
【００３６】
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　図４及び図５を用いて、定着ユニット１６の故障を検知するシステムについて説明する
。図４及び図５は加熱手段７１の平面図である。
【００３７】
　図４及び図５に示すように、加熱手段７１は、多数のヒータ６２（ここでは９個）を熱
伝導率の高い基材である導体６４上に配置している。この多数のヒータ６２は、一定数（
ここでは３個）のヒータを１つの群としてまとめた複数（ここでは３群）のヒータ群６２
Ａ，６２Ｂ，６２Ｃからなる。６３は電極であり、ヒータ６２は両端に電圧を印加するこ
とで発熱する。
【００３８】
　定着ユニット１６は、前記加熱手段７１の異常状態を検出する検出手段を有している。
この検出手段は、前記ヒータ群毎にその異常状態を検出するため前記ヒータ群毎に共通化
した電流検出素子を有している。図４では、電流検出素子としての電流検出回路６５が、
各ヒータ群６２Ａ，６２Ｂ，６２Ｃ毎に設けられており、各ヒータ群６２Ａ，６２Ｂ，６
２Ｃ毎に電流値を検出する構成となっている。各電流検出回路６５と前記ヒータ６２とは
前記電極６３を介して接続された電気的接続関係にある。一方、図５では、電流検出素子
として温度検出回路６６を用いており、各ヒータ群６２Ａ，６２Ｂ，６２Ｃ毎に電流値を
検出する構成となっている。前記検出手段は各ヒータ６２に対応して設けられた多数の温
度検出素子（例えばサーミスタ）を有し、前記温度検出回路６６は複数個の温度検出素子
より構成された温度検出素子群毎、すなわちヒータ群毎に設けられている。そして、これ
らの検出手段からの情報に基づいて、後述する故障検出回路を含むコントローラ（ＣＰＵ
）によって各ヒータ群６２Ａ，６２Ｂ，６２Ｃ毎に異常を判定する構成となっている。
【００３９】
　次に定着ユニット１６における加熱手段７１の故障検知を行う回路を例示して説明する
。図６は加熱手段７１の駆動、制御を行うヒータ駆動制御回路の回路構成を示す回路図で
ある。図７、図８は加熱手段を有するヒータ回路の回路構成を示す回路図である。
【００４０】
　定着ユニット１６における加熱手段７１は、図６に示すヒータ駆動制御回路に、図７も
しくは図８に示す形態のヒータ回路を接続することにより駆動する。図７に示す形態のヒ
ータ回路は、複数個のヒータからなる複数のヒータ群６２Ａ，６２Ｂ，６２Ｃを備えた加
熱手段７１を有している。各ヒータ群６２Ａ，６２Ｂ，６２Ｃには、それぞれ電流検出素
子としての電流検出回路６５が設けられている。これらの電流検出回路６５は異常判定手
段としての故障検出回路９０に接続されている。一方、図８に示す形態のヒータ回路は、
複数個のヒータからなる複数のヒータ群６２Ａ，６２Ｂ，６２Ｃを備えた加熱手段７１を
有している。各ヒータ群６２Ａ，６２Ｂ，６２Ｃには、それぞれ電流検出素子としての温
度検出回路６６が設けられている。これら温度検出回路６６は異常判定手段としての故障
検出回路９０に接続されている。
【００４１】
　図６に示すように、ヒータ駆動制御回路は、プリンタ全体に電力を供給する交流電源９
１を有しており、この交流電源９１にはＡＣフィルタ９２を介して前述した加熱手段７１
が接続されている。ＡＣフィルタ９２と加熱手段７１の間には前述した故障検出回路９０
が接続されている。また、ヒータ駆動回路は、トライアック９４、抵抗９５，９６、抵抗
９５，９６間に直列接続されたフォトトライアックカプラ９７、フォトトライアックカプ
ラ９７に一端が接続された抵抗９８で構成されている。更に、フォトトライアックカプラ
９７にコレクタ端子を接続したトランジスタ９９、トランジスタ９９のベース端子に接続
された抵抗９３、抵抗９３の一端及び故障検出回路９０からの報知信号を接続したＣＰＵ
２０１で構成されている。
【００４２】
　商用電源等の交流電源９１はＡＣフィルタ９２を介して加熱手段７１に電力を供給する
ことにより加熱手段７１を発熱させる。加熱手段７１への供給電力は、トライアック９４
により通電、遮断が行われる。抵抗９５，９６はトライアック９４のためのバイアス抵抗
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である。また、フォトトライアックカプラ９７は、１次、２次間の沿面距離を確保するた
めのデバイスである。フォトトライアックカプラ９７の発光ダイオードに通電することに
よりトライアック９４がオンされる。抵抗９８は、フォトトライアックカプラ９７の電流
を制限するための抵抗であり、トランジスタ９９によりオン／オフされる。トランジスタ
９９は抵抗９３を介してＣＰＵ２０１からのＯＮ信号に従って動作する。
【００４３】
　図７のヒータ回路を接続する場合、この加熱手段７１の各ヒータ群６２Ａ，６２Ｂ，６
２Ｃへの電流値は、各ヒータ群毎に設けた各電流検出回路６５により検出される。電流検
出回路６５は検出した各電流値を故障検出回路９０に報知する。故障検出回路はそれぞれ
の電流検出回路６５より報知された値に異常があると認められた場合、ＣＰＵ２０１に対
して故障検知を報知する。異常報知信号を受けたＣＰＵ２０１は、加熱手段７１のうちの
故障が発生したヒータ群を操作パネル１５１に表示させると共に、加熱手段７１への通電
をオフし、装置を安全に停止させる。加熱手段への通電オフは、抵抗９３を介してトラン
ジスタ９９をオフすることによりフォトトライアックカプラ９７の電流を制限してトライ
アック９４により電流遮断を行う。
【００４４】
　図８のヒータ回路を接続した場合、この加熱手段の各ヒータ群６２Ａ，６２Ｂ，６２Ｃ
への電流値は、各ヒータ群毎（温度検出素子群毎）に設けた各温度検出回路６６により検
出される。各ヒータ６２に対応して設けた温度サーミスタは各ヒータ６２の温度に応じて
抵抗値が変化する。このとき各ヒータ群毎（ここでは3群）の温度サーミスタを流れる電
流値が、ヒータ群毎（温度サーミスタ群毎）に設けた温度検出回路（電流検出素子）６６
により検出される。温度検出回路６６は検出した各電流値を故障検出回路９０に報知する
。故障検出回路９０はそれぞれの温度検出回路６６より報知された値に異常があると認め
られた場合、ＣＰＵ２０１に対して故障検知を報知する。故障通報信号を受けたＣＰＵ２
０１は、加熱手段７１のうちの故障が発生したヒータ群を操作パネル１５１に表示させる
と共に、加熱手段７１への通電をオフし、装置を安全に停止させる。
【００４５】
　なお、図７に示すヒータ回路では、電流検出回路６５として電流検出抵抗を用い、電流
値を検出している。検出値は故障検出回路９０に報知され、故障検出回路９０はそれぞれ
の電流検出回路６５より報知された値の少なくとも１つに異常があると認められた場合、
ＣＰＵ２０１に対して故障検知を報知する。故障通報信号を受けたＣＰＵ２０１は、加熱
手段７１（もしくは定着ユニット）が異常である旨を操作者に報知するための信号を送出
する。具体的には、ＣＰＵ２０１は、加熱手段７１のうちの故障が発生したヒータ群を操
作部としての操作パネル１５１に表示させると共に、加熱手段７１への通電を停止させる
。これにより、加熱手段７１（定着ユニット）を安全に停止させることができる。この通
電停止に伴い装置全体（他の画像形成機器）も安全に停止させる。
【００４６】
　なお、画像形成装置が外部機器であるパーソナルコンピュータ（以下、ＰＣ）から受け
たプリント信号により画像形成を行うプリンタ機能を有する場合、ＣＰＵ２０１は加熱手
段７１が異常である旨を報知するための信号をＰＣへ送出する構成とされる。この信号の
送出方法としては、ＬＡＮケーブルを介してＰＣへ送信する方法でも良いし、無線により
ＰＣへ送信する方法でも構わない。このように加熱手段７１が異常である旨を報知するた
めの信号を送出するコントローラ（ＣＰＵ）を有することにより、様々な外部機器に異常
である旨を報知することができる。
【００４７】
　また、この電流検出回路として電流検出抵抗を用いる方法は例示であって、本発明はこ
れに限定されるものではない。
【００４８】
　次に図９及び図１１を用いて、電流検出回路を用いた故障検出動作を例示して説明する
。図９は電流値による故障の検知状態を示す図であり、縦軸は電流値（Ａ）、横軸は時間
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（ｔ）を示している。図１１は各ヒータ群の故障検知の流れを示すフローチャートである
。
【００４９】
　加熱手段７１の加熱（加熱手段への通電）が開始されると（ステップＳ１２１）、突入
電流により一旦大電流が流れるが、一定時間経過した後に一定の電流値へと収束する。こ
の状態遷移中は検出ロックタイムとし、一定時間経過後に電流値の検出を開始する（ステ
ップＳ１２２）。そして、各電流検出回路によって検出した各ヒータ群の各電流値が、故
障検出回路にて、予め設定された規定以上もしくは規定以下の電流値であるかを判定する
。各ヒータ群の各電流値が、一定値（規定値）以上時はヒータがショートモードによる故
障であると判断する（ステップＳ１２３）。一方、各ヒータ群の各電流値が、一定値以下
時にはオープンモードによる故障であると判断する（ステップＳ１２４）。ヒータが故障
であると判断された場合は、ＣＰＵに対して故障通報信号を送信する（ステップＳ１２５
）。そして、加熱手段７１への送電を停止する（ステップＳ１２６）。ここでのショート
モード故障とはヒータ素子の抵抗値が高抵抗値の状態を保持する形での故障状態であり、
オープンモード故障とは低抵抗値の状態を保持する形での故障状態である。
【００５０】
　なお、上述の例では、加熱手段への通電が開始されてから一定時間が経過するまでの期
間中に電流検出を行っていないが、例えば、この期間中（設定時間内）に電流検出は行う
もののこの検出された電流は無効な出力であると見なして制御を行っても構わない。つま
り、前記ＣＰＵ（故障検出回路側）が上述した期間中に前記電流検出回路によって検出さ
れた電流値がどのような値であろうともその出力信号を無視するというものである。
【００５１】
　多数のヒータからなる加熱手段を一定数のヒータからなるヒータ群に分割して、各ヒー
タ群ごとに電流検出を行う効果を具体的に数字を挙げて説明する。加熱手段７１を構成す
るヒータ一つ当たりの電流値を１Ａとし、一つのヒータに２Ａ以上流れた場合を故障とす
る。
【００５２】
　ここで、全ヒータ（ここでは９個）の合計電流値に対して、２０％以上の異常値が見ら
れる場合を故障とした場合、ショートモードないしはオープンモードによる故障がある１
素子に見られた場合、その異常値は全電流時において1／９となる。それに対してヒータ
群ごとに検出する本例の場合には１／３となり、２０％の異常値を満たす値となる。
【００５３】
　この時、それぞれのＳ／Ｎ比は全電流時において２０ｌｏｇ１０１／９、またヒータ群
ごとに検出する本例の場合には２０ｌｏｇ１０１／３であるため、ヒータ群ごとに検出す
る本構成の方が異常判定の精度が向上する。
【００５４】
　なお、ここでいうＳ／Ｎ比(Signal to Noise ratio)とは、信号（Signal）と雑音（Noi
se）の比を対数であらわしたものであり、ＳＮＲとも呼ばれ、映像や音声、通信回線など
の品質をあらわす数値として用いられる。単位にはｄＢ（デシベル）が使われ、数値が大
きいほど雑音が少なく高品質の信号が得られることを意味する。
【００５５】
　上述したように、多数のヒータ６２からなる加熱手段７１を、一定数のヒータからなる
ヒータ群に分け、電流検出手段を各ヒータ群毎に設けて各ヒータ群毎に異常を判定する。
　なお、各ヒータ素子毎に電流検出手段を設ける比較例の場合、Ｓ／Ｎ比で２０ｌｏｇ１

０１の精度での異常検出が行えるが、この構成は必要とされるＳ／Ｎ比に対して過剰なス
ペックであり、高コストな構成であると言える。つまり低コストな構成としつつ、多数の
ヒータの中から異常が発生したヒータを含むヒータ群を正確に検出することができる。
【００５６】
　また、前述した形態では、故障検出回路が各電流検出回路により検出した各ヒータ群の
電流値と予め設定された規定値とを比較することでヒータ群の異常判定を行う構成を参考



(10) JP 5089146 B2 2012.12.5

10

20

30

40

50

例として例示した。これに対し、本発明の実施の形態では、比較によってヒータ群の異常
判定を行う構成として、並列に並べられた複数のヒータ群において中心からの対称位置の
ヒータ群同士の検出電流値を比較し、その差が一定以上である場合は異常と判定するよう
にしている。この場合、対称位置のヒータ群同士を比較するため、ヒータ群を偶数設置す
る必要がある。このように構成しても、前述した参考例と同様の効果が得られる。
【００５７】
　次に図１０を用いて、温度検出回路を用いた故障検出動作を説明する。図１０は温度に
よる故障の検知状態を示す図であり、縦軸は温度（℃）、横軸は時間（ｔ）を示している
。なお、温度による各ヒータ群の故障検知の流れは図示していないが、図１１を用いて説
明した電流値による各ヒータ群の故障検知の流れと同様である。
【００５８】
　加熱手段７１の加熱が開始されると、この加熱手段７１が一定温度に到達するまで加熱
温度が上昇する。この状態遷移中は検出ロックタイムとし、一定時間経過後に温度の検出
を開始する。そして、加熱手段７１を構成する全ヒータ（ここでは9個）のヒータ素子毎
の基板の裏側に配置された温度サーミスタ（各素子毎に１個）は素子温度に応じて抵抗値
が変化する。このとき各ヒータ群毎（ここでは3群）の温度サーミスタを流れる電流値を
ヒータ群毎（温度サーミスタ群毎）に設けた温度検出回路（電流検出素子）で検出する。
その後の処理および回路構成は前述した電流値による各ヒータ群の故障検知の流れと同様
である。各ヒータ群のサーミスタ電流値が、一定値（規定値）以上時はヒータがショート
モードによる故障であると判断する。一方、各ヒータ群のサーミスタ電流値が、一定値以
下時にはオープンモードによる故障であると判断する。ヒータが故障であると判断された
場合は、ＣＰＵに対して故障通報信号を送信する。そして、加熱手段７１の加熱を停止す
る。
【００５９】
　この温度検出回路（温度検出素子）として温度サーミスタを用いる方法は例示であって
、本発明はこれに限定されるものではない。
【００６０】
　なお、各ヒータ毎に温度検出を行う場合の効果を具体的に数字を挙げて説明はしないが
、前述した電流値検出を行う場合の効果と同様の効果が得られることは言うまでもない。
すなわち、各ヒータに設けた温度サーミスタを通して各ヒータ群毎（各温度サーミスタ群
毎）に設けた各温度検出回路によって温度（電流値）を検出することにより、全ヒータの
温度変化を１つの温度検出手段で検出する場合に比べて、その検出のＳ／Ｎ比が向上する
。
【００６１】
　上述したように、多数のヒータ６２からなる加熱手段７１を、一定数のヒータからなる
ヒータ群に分け、検出手段を各ヒータ群毎に設けて各ヒータ群毎に異常を判定する。これ
により、低コストな構成としつつ、多数のヒータの中から異常が発生したヒータを含むヒ
ータ群を正確に検出することができる。
【００６２】
　また、前述した形態では、故障検出回路が各温度検出回路により検出した各ヒータ群の
温度と予め設定された規定値とを比較することでヒータ群の異常判定を行う構成を参考例
として例示した。これに対し、本発明の実施の形態では、比較によってヒータ群の異常判
定を行う構成として、並列に並べられた複数のヒータ群において中心からの対称位置のヒ
ータ群同士の検出温度を比較し、その差が一定以上である場合は異常と判定するようにし
ている。この場合、対称位置のヒータ群同士を比較するため、ヒータ群を偶数設置する必
要がある。このように構成しても、前述した参考例と同様の効果が得られる。
【００６３】
　なお、前述した形態においては定着装置の例について説明したが、本発明はこのような
装置以外にも適用することが可能である。例えば、記録材上に定着されたトナー画像を再
加熱することにより画像の光沢度を向上させる光沢向上装置にも本発明を適用することが
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【図面の簡単な説明】
【００６４】
【図１】画像形成装置の一例を示す模式断面図
【図２】画像形成装置における電装系の構成図
【図３】定着ユニットの一例を示す模式断面図
【図４】電流検知を用いた加熱手段の構成図
【図５】温度検知を用いた加熱手段の構成図
【図６】ヒータ駆動制御回路の構成図
【図７】ヒータ駆動制御回路に接続される、電流検知を用いたヒータ回路の構成図
【図８】ヒータ駆動制御回路に接続される、温度検知を用いたヒータ回路の構成図
【図９】ヒータ群の電流値による故障の検知状態を示す図
【図１０】ヒータ群の温度による故障の検知状態を示す図
【図１１】ヒータ群の故障検知の流れを示すフローチャート
【符号の説明】
【００６５】
１Ｙ，１Ｍ，１Ｃ，１Ｂｋ …画像形成部
２ａ，２ｂ，２ｃ，２ｄ …感光ドラム
５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄ …転写ローラ
８    …中間転写ベルト
１０  …二次転写対向ローラ
１１  …テンションローラ
１６  …定着ユニット
３１  …ニップ部
３２ａ，３２ｂ，３２ｃ，３２ｄ …一次転写部
３３  …二次転写部
６２  …ヒータ（発熱素子）
６２Ａ，６２Ｂ，６２Ｃ …ヒータ群
６３  …電極
６４  …導体（基材）
６５  …電流検出回路（検出手段）
６６  …温度検出回路（検出手段）
７１  …加熱手段
７２  …定着フィルム
７３  …加圧ローラ
９０  …故障検出回路
２０１ …ＣＰＵ（コントローラ）
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